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「日本的経営」における組織調整様式

上 林 憲 雄
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1.は じ め に

経営学 の領域 において,い わ ゆ る 「日本 的経 営」(JapaneseManagement

System)が 注 目されるよ うにな って久 しい。一 般 に,日 本 的経 営 と して指摘

され る具体的特徴 と して,い わ ゆる 「三種 の神器」(終 身雇用制 ・年功賃金制 ・

企業別労働組合)が 挙 げ られ ることが多 いが1,日 本 的経 営 の議 論 は,何 もそ

れ にとどまる もので はない。 これ らの多種多様 な 日本的経営 の議論 をと りわけ

1)周 知のように,日 本の経営組織の特徴をこの 「三種 の神器」 として指摘 したのは ,
OECD(TheOrganizationforEconomicCo-operationandDevelopment)

が まとめた 「OECD対 日労働報告書」である。OECD ,労 働 省訳 ・編[1972],
「OECD対 日労働報告書」日本労働協会,30～34頁,参 照。
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その研究対象から整理すると,大 まかに言 って次のような三っの研究 グループ,

あるいは研究動向に分類できるように思われる。

第一の研究動向は,日 本企業の内部構造上の特性や企業内の経営制度 ・経営

システムに着目するものである。「三種の神器」論はその代表格である。 その

他,1980年 代後半以降の主たる研究に関 して言えば,例 えば,日 本企業を基本

的に入的資源を重視す る 「人本主義」企業として把握する伊丹 敬之教授(一

橋大学)の 見解2や,今 日のME(micro-electronics)技 術革新のもとで,「 三.

種の神器」がどのよ うに変容 してい くかを実証的に検討 した奥林 康司教授

(神戸大学)ら によるもの3等 があろう。

第二の研究動向は,そ のような企業内の諸制度に注 目するよりも,む しろ企

業組織全体としての対外的な企業行動や他の組織体との間の相互関係(組 織間

関係)に 焦点を当て,そ の日本的特徴を探 っていこうとするものである。例 え

ば,日 本企業の強みを基本的に企業闇ネットワークのっなが りに求める今井

賢一教授(ス タンフォー ド大学)の 見解4や,企 業系列における取 引関係の特

殊性に日本企業の独自性を求ある伊藤 元重助教授(東 京大学)の 見解5等 が

その代表例であろう。

第三の研究動向は,こ れ らの企業内的 ・外的な日本的特徴を踏まえた上で,

そこからは一歩離れて,さ らにそれらの海外への移植可能性という視点か ら評

価 していこうとするものである。 この研究グループの代表例 としては,安 保

哲夫教授(東 京大学)ら による,米 国への日本型生産シxテ ムの 「適用」・「適

応」の状況に関わる実証研究6が 一般的には良 く知 られている。

2)伊 丹 敬之[1987],『 人本主義企業』筑摩書房。

3)奥 林 康司 編著[1988],『ME技 術革新下の日本的経営』中央経済社。

4)今 井 賢一[1993],「 日本の企業 ネットワーク」,伊 丹 敬之 ・加護野 忠男 編著

『日本の企業 システム(第1巻)』 有斐閣,340頁 。

5)伊 藤 元重[1992],「 企 業間関係 と継続的取引」,今 井 賢一 ・小宮 隆太郎 編著

『日本の企業』東京大学出版社,109～130頁,所 収。

6)安 保 哲夫ほか[1991],『 アメリカに生 きる日本的生産 システム』東洋経済新報社。
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本稿では,こ れら全ての 「日本的経営」の特徴を網羅するのではなく,む し

ろこのうちの第一の研究動向,即 ち,日 本企業の内部構造上の特性及び企業内

の経営制度 ・経営 システムに焦点を当てて検討を加えてみることにしたい。な

ぜなら,そ のような研究対象上の限定により,企 業内部の経営管理 を主たる研

究対象としてきた従来の経営学 ・経営管理論と分析のフレームワークを同一に

設定 し得るか らであり,同 時に今日の 「日本的経営」の持っ意義を従来の伝統

的な経営学 との比較 ・対照の視点から評価することが可能となる,と 考え られ

るためである。さらに,第 三の海外移植可能性の議論 も,最 も基本的には,こ

の企業内部の経営諸制度や経営システムの日本的特質の把握の上で初めてなさ

れ得るものと考えられるからである。

このように企業内部の諸制度や種々のシステムに注目して日本的経営を評価

しようとした場合,と りわけ本稿においては,「組織 の調整様式」 という視点

か らこれ らの諸 システムを再評価 してみたい,と 考える。既に別稿7に おいて

検討 したように,組 織の調整はあらゆる組織体において必要不可欠な機能であ

り,そ れゆえ日本企峯の内的構造の諸特性をこの組織調整様式 という視点か ら

検討 し,整 理 し直すことにより,欧 米等の他の企業組織体との比較 において従

来では必ず しも明らかにされてこなかった何 らかの 「日本的」な特徴が明確に

なり得るか も知れない,と 考え られるためである8。

そこでまず次のIIで,企 業組織の最 も基本的な調整の様式 としてどのような

ものが考え られ るかを理論的な レベルで簡単に検討する。次いで皿において,

アメリカ及びヨーロッパ における企業組織の調整様式が基本的にいかなるもの

7)拙 稿[1993],「 組織の調整方式 と人間の自律性」,『経営学 ・会計学 ・商学研究年報

(1993)』No.XXXD((神 戸大学経営学部),320頁 。

8)こ れ まで筆者は,こ の組織の調整様式 という概念を 「新技術」との関わ り合いにお

いて用い検討 してきた。本稿は,こ の従来の議論を踏まえながらもそこか ら一歩離

れて(っ まり技術 との関係 という視点を一歩離れて),当 該概念を新たに 「日本的経

営(論)」 の評価へ も応用 してみようという試みである。
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であったのか,ま た今日それがどのように変容 しっっあるのかにっいて概観す

る。その上で,次 のIVで 近年における 「日本的経営」への注目に関 して,日 本

的経営のどの点がどのように,し かも何ゆえにこれほど注目されているのか に

っいて,日 本的経営がこれまでの欧米では存在 し得なかった新 しい組織調整様

式を内包 しているのではないか,と いう観点から問題提起を行 う。そして最後

にVに おいて,IVで の議論を さらに深 める意味で,「 日本的経営」 あるいは

「日本的経営論」が有 している意義を,経 営学の立場か ら評価 し若干の私見を.

述べることとする。

1.組 織調整様式の基本型

あらゆる社会的組織体は,そ の組織全体 としての運営上の調和を保たせ るた

め何 らかの調整(coordination)を 施す ことが必要不可欠である。企業組織 も

社会的組織体の一っであり,そ れゆえこのような調整機能が必要である。 しか

し,こ の調整機能をどのようなメカニズムによって とり行 うかについて は各企

業の自主的な判断に委ね られており,従 って一口に組織の調整といって も,そ

こには多種多様な形態が存在 し得 る可能性がある9。 それらは例えば,組 織内

における各集団や個人の活動状況を把握するため各 自に報告書の提出を義務づ

けたり,あ るいは組織内各部署へ活動に必要な種々の情報や トップ経営者層 の

意思決定 ・指示を部下を通 じてくまな く伝達 したり,と いった形態での調整活

動10もあるだろうし,あ るいはまた,そ れらの諸活動を合理化のためにコンピュー

9)こ の よ うな 組 織 の調 整 機 能 を,経 営 学 の 学 問 領 域 に お いて 最 初 に ま とめ た と思 わ れ

る の が,ト ンプ ソ ン(Thompson,J.D.)の 次 著 で あ る 。Thompson,J.D.[1967],

OrganizationsinAction,McGraw-Hill.(鎌 田 伸 一,新 田 義 則,二 宮 豊 志

訳[1987],『 オ ー ガ ニ ゼ ー シ ョ ン イ ン ア ク シ ョ ン』 同 文 館 。)

10)古 川 久 敬[1988],『 組 織 デ ザ イ ン論 』 誠 信 書 房,15頁 。
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タに委ねて しまう,と いった形態 も考えられるであろう11。しか し,こ れ らの

多種多様 な調整 メカニズムは,と りわけ組織の権 限関係(authorityrela-

tions),あ るいはパ ワー関係(powerrelations)に 着目した場合,次 に見 る二

っの形態に分類出来 るように思われる。

まず第一の形態は,組 織の調整を基本的に上位管理者からの指示や命令に従っ

て達成 しようとするものである。 この形態においては各自のなすべき職務内容

が明確に規定され,明 文化されており,従 っていかなる職務において も,そ の

遂行に当たっては上位者の指示を仰 ぎ命令に従属することが大前提 となる。こ

の調整様式の最大の特徴は,そ れが上下の階層関係を前提とした縦方向の調整

システムであり,階 層の上位に位置する成員が ヨリ大 きなパ ワーを有す る,と

いうことである。階層制を基本 とするため,組 織内コミュニケーションの流れ

は,上 意下達を基礎 とし,同 一階層の横の レベルでの情報交換は前提 されて い

ない。細切れに分割された一っ一っの職務に対 し,各 従業員が一人だけ対応す

ることになる,い わゆる 「一人一職務」(one-man,one-job)の 原則が適用 さ

れている12。この意味において,こ の調整様式 は,巨 大 な支配一従属の システ

ム,あ るいは命令の連鎖のシステムである,と 言い得るかも知れない。前稿に

おいては,こ のような調整様式を,上 位者からの統制が調整メカニズムの中心

となるという意味において,「統制型組織調整様式」13と呼んだ。あるいはそれ

は,ミ ンツバーグ(Mintzberg,H,)の 分類 に倣 って,「 直接監督(Direct

Supervision)型 組織調整様式」と呼ぶことも可能か も知れない14。

11)尚,こ れ ら多 様 な組 織 の 調整 メ カ ニ ズ ムを,組 織 の分 権 化 との 関 わ りか ら整 理 し た

もの と して は,次 論 文 を 参照 の こ と。 荒 深 友 良[1992],「 分 権 化 と組 織 」,『経 済

科 学 』 第40巻 第2号,所 収 。

12)Davis,L.E.andJ.C.Taylor(eds.)[1972],DesignofJobs,Penguin

BooksLtd.,p.xv.(近 藤 隆 雄 監 訳[1978],『 新 し い仕 事 の 設 計 一 ソ シ オ ・テ

ク ニ カ ル ・ア プ ロー チ ー 』 建 帛社,5～6頁 。)

13)拙 稿[1993],前 掲 稿,330頁 。

14)Cf.,Mintzberg,H.[1989],MintzbergonManagement,TheFreePress,

p.101.
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これに対し,も う一っの組織調整様式 は,「統制型組織調整様式」のよ うに

階層的な指示 ・命令に基づいて組織活動を調整するのではなく,む しろ組織構

成員各自にその調整機能を果たさせようという志向を持った組織調整の様式で

ある。階層や地位に依拠 しないため,そ こでは 「統制型組織調整様式」 に見 ら

れたような上意下達式の情報の一方的伝達ではな く,成 員各自が自主的な判断

に基づいて各自の職務に必要な情報を収集 し,成 員相互間の関係を自らで調節

することによって,組 織調整が遂行 される。従 って 「一人～職務」の原則下の .

ように各自の遂行すべき職務内容が明確に規定されているわけではなく,成 員

各自の間の相互調節に基づいた比較的柔軟な職務内容の規定 となる。そこでは

「統制型組織調整様式」 とは異なり,成 員各自に等 しくパ ワーが共有 されてい

る。理論的には,こ のような調整メカニズムを持 った組織は,無 階層組織 とな

るはずである15。このような組織調整様式を,前 稿では,成 員相互間 における

組織上の情報の共有という点に着 目して,「情報共有型組織調整様式」,あ るい

は既述の ミンツバーグの分類16に基づいて 「相互調節(MutualAdjustment)

型組織調整様式」と呼んだ17。

以上で見た二っの組織調整様式 即ち ① 統制型組織調整様式と ② 情報共

有型組織調整様式を組織内における調整様式の最も基本的な二っのメカニズム

として把握することにしよう18。この二っの基本型の最 も重要なメルクマール

は,第 一 に,前 者が組織調整の際に基本的に公式的な組織階層で もって調整 し

てゆこうとする志向を有 しているのに対 し,後 者においては,そ れは基本的に

15)Cf.,Abrahamson,B.[1977],BureaucracyorParticipation:TheLogic

ofOrganization,SAGEPublications.

16)Mintzberg,H.[1989],op.cit.,p.101.

17)拙 稿[1993],前 掲 稿,340頁 。

18)こ の二 っ を組 織 に お け る最 も基 本 的 な 調 整 様 式 と して把 握 す る所 以 は,後 に 第V節

で見 る よ うに,従 来 の 経 営 学,と りわ け経 営 管 理 学 に お い て は,こ れ ま で の 理 論 体

系 に お け る組 織 ・人 間 関 係 の把 握 が この 両 者 の関 係 に お いて 把 握 さ れ 得 る と考 え ら

れ る た め で あ る。
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成員相互間における自由な調整に委ねられている点である。従 って第二に,組

織成員の組織行動という観点か ら評価すれば,前 者 においては,調 整機能の上

位者による保持 によって,階 層の下位に位置す る構成員は他律的な行動を余儀

な くされるのに対 し,逆 に後者では,調 整機能の構成員自身による保持か らし

て,彼 らの自律的な組織行動が想定 されている点である。換言すれば,前 者で

は階層の上位に位置する成員が相対的にヨリ強大な六ワーを有 していたのに対

し,後 者では構成員各自に平等にそれが分割されているのである。

ではヨリ具体的に,欧 米の企業組織における組織調整様式 ,及 びその変化と,

日本的経営における組織調整様式の内容を以下で検討 してみることにしよう。

皿.欧 米企業 における組織調整様式とその変化

従来の欧米企業における組織調整の方式が,前 節でみた 「統制型組織調整様

式」に非常 に近いものであったことはよく知 られている。例えば,米 国の作業

組織を職務設計の視点か ら実証的 ・理論的に検討 したディビス=テ イ ラー

(Davis,L.E.a皿dJ.C.Taylor)ら は,1960年 代の米国での作業組織 におけ

る職務の設計 は,基 本的に 「完全に専門化,反 復化,低 技能化 ,お よび生産工

程におよぼす作業者の影響の最小化などの原理の上に立って行われて」19いた

ことが報告 されている。また同様にヨーロッパにおける作業組織の状況を経時

的に分析 したキャンベル=ウ ォーナー(Campわell,A.andM.Warner)に お

いて も,1960年 代 ぐらいまでのヨーロッパ各国では,「境界(boundary)が 明

瞭に固定化 され,階 層的コミュニケーションにより特徴づけ られた」20作業組

織であり,既 述の 厂一人一職務」の原則が厳に貫徹されていたことが伺える。

19)Davis,L.E.andJ .0.Taylor(eds.),op.Clt.(邦 訳32頁 。)

20)Campbell,A .andM.Warner[1990],"ManagingAdvancedManufactur-

ingTechnology",inWarner,M.andP.Brodner(eds .),NewTechnology

andManufacturingManagement,JohnWiley&Sons
,Ltd.,p.253.
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従 って,こ れらの欧米企業においては1960年 代までは少なくともここで言 うと

ころの 「統制型組織調整様式」が企業組織における調整方式の主流 として採用

されていた,と 考えることが出来るであろう。

しかし,1970年 代に入 り,こ のような事情にも徐々に変化が見 られ始めた。

米国においては,国 際競争力の低下を背景として,ア メリカ経済の再活性化が

大 きな政治 ・経済上の課題 となった。そこで目指されたのが,労 働生産性の回

復をその基本政策 とした 「人的資源管理」(HumanResourcesManagement)

である21。またヨーロッパ各国においても,既 に60年代か らその理念が開発 さ

れ徐々に具現化されっっあった 「産業民主主義」(lndustrialDemocracy)が,

一斉に 厂労働の人間化」運動として企業経営の実践の場に移されるようになっ

たの も,こ の1970年 代に入 ってからである22。以下では,欧 米企業 のこのよ う

な動向が,と りわけ組織調整方式の変化 一 「統制型組織調整様式」か ら 「情

報共有型組織調整様式」への変化 一 として把握され得 ることを概観 してみ

よう。

皿.1.米 国の場合 「人的資源管理」の台頭

人的資源管理とは,ご く簡潔に言えば,さ しあたり 「企業経営 における人的

資源理念 に基づいた管理の一方式」 という程度の意味であ る23。 ピーパ ー

(Pieper,R.)に よると,米 国において発展 したこの入的資源管理の特徴は,人

員配置,報 酬,作 業設計 といった伝統的な人事管理に加え,次 に挙 げる二っの

要素がその基本理念 として包含されている,と されている24。

21)奥 林 康 司 ・菊 野 一 雄 ・石 井 修 二 ・平 尾 武 久 ・岩 出 博 共 著[1992],『 労 務 管 理

入 門 亅(増 補 版)有 斐 閣,i頁 。

22)Rothschild,J.andJ.A.Whitt[1986],TheCboperatiueWorkplace:

PotentialsandDilemmasofOrganizationalDemocracyandParticipa-

tion,CambridgeUniversityPress,Pユ9.

23)岩 出 博[1989],『 ア メ リカ労 務 管 理 論 史 』 三 嶺書 房,98頁 。

24)Pieper,R.[1990],HumanResourceManagementAnInternational

Comparison,deGruyter,p.3.
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① 「労働」を組織の主たる資産として認識 し,人 間が本性的に持っ成長 ・

発展欲求を考慮する管理哲学。

② 人間の持っ諸機能を積極的に戦略的経営へ統合 していこうとする志向。

これらの経営理念は,ヨ リ具体的にはQWL(QualityofWorkingLife,労

働生活の質)と して現実の企業経営の場で注目を集めたのである。

この人的資源管理あるいはQWLを,と りわけ企業組織における具体的な管

理 という点に注目した場合,例 えば,岩 出 博教授(日 本大学)に おいては,米

国のQWLに 関わる文献をサーベイされながら,次 のような諸点をその顕著 な

特色 として挙げられている25。

① 職務設計領域:職 務転換 ・職務拡大 ・職務充実 ・半自律的作業集団の

諸施策がある。だがアメリカの場合,… 職場への応用の容易さといっ

た点か ら,よ り多様性のある労働内容を含み,よ り高度の知識 と技能

を必要 とし,よ り職務の計画 ・指揮 ・統制上の自律性と責任をあたえ,

個人的な成長と有意義な労働体験を提供す る職務充実が,最 も重視 さ

れている。

② 意思決定 ・権限関係領域:従 業員に何 らかの発言を許 し,彼 らに職務

遂行上の達成感をもたらす内容を持っ施策が含まれる。改善提案制度,

目標管理(MBO),QCサ ークルなどである。 また,従 業員参加型

リーダー シップや協議的監督方式 などの参画管理(participative

management)等 もこれに含まれる。

25)岩 出 博[1992],「 人的資源管理の形成」,奥 林 康司ほか[1992],前 掲 書,236～23

7頁,参 照。なおこのほかに,「労働時間領域」として,週 間労働日数の削減,パ ー

トタイム労働,仕 事の共有(worksharing),フ レックスタイム制が,ま た 厂キャ

リア計画領域」 として生涯労働(1ifework)パ ターンと個人のキャリアとの合致

などが挙げられているが,こ こでは本稿での論旨展開の流れからして割愛 した。
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このような具体的な経営管理手法は,と りわけ 「組織調整様式」の観点か ら

見れば,IIで 見た 「統制型組織調整様式」 とはかなりその様相を異にす るもの

であることが伺えるであろう。各組織成員は,完 全な上意下達方式の指示 。命

令に基づいて職務に従事 しているわけではなく,少 なくとも経営にある程度参

画 し,職 務遂行の際も複数の職務を主体的に判断 しなが らこなす ことが必要で

あり,上 位管理者 と下位従業員の間における情報の共有が進展 している。 その

情報の共有を基礎としなが ら従業員各 自が相互 に組織調整を施 している。従っ

て,米 国において1970年 代に発達 した人的資源管理,あ るいはQWLは,少 な

くともその理念 としては 「統制型組織調整様式」 の崩壊,あ るいはそ こか ら

厂情報共有型組織調整様式」への移行を志向するものであ った,と 理解す るこ

とが出来るであろう。

皿.2.ヨ ーoッ パの場合 一 「産業民主主義」運動の高揚 一

米国における人的資源管理への注目 ・QWL運 動の高 まりを 「情報共有型組

織調整様式」への移行としてとらえた場合,こ れとときをほぼ同 じくして同様

の動きをヨーロッパ企業においても見いだす ことが出来 る。1960年 代に産業民

主蟻 醐 の一環 として北欧調 で実験されていた 「労働の燗 イ凵 がヨーロッ

パ各国で次第に普及 し,実 務界 ・学界の双方において急速に社会の関心を引 く

ようになったのがやはりこの1970年 代であった26。

1970年代になって社会的に急速に関心を集めるようになったこの産業民主主

義運動を,社 会一技術システム論 との関係から把握 されようと した石井 修二

教授(駒 沢大学)は,産 業や組織における民主主義の思想 ・運動の源流 として

「大方の一致を見ている」幻 コール(Cole,G.D.H.)の 著作を参照されながら,

26)Grootings,P.etal.[1989],NewforncsofWorhOrganisationinEurope,

TransactionPublishers,pp.1-2.

27)石 井 修 二[1982],「 産 業 民 主 主 義 と社 会 一技 術 シ ステ ム論 」 『組 織 科 学 』 第16巻 第

1号,2頁 。
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産業(組 織)民 主主義 とは,産 業 ・企業の労働者自身による組織と管理,即 ち

産業自治の実現 ということであり,そ の第一歩 として管理への労働者の最大限

の参加の機会を獲得 しようとしてゆくものであった,と 述べ られている。 よ り

具体的には,外 部か らの統制か ら解放された新 しい協働集団を組織 し,そ れを

維持 してゆくのであ り,そ の際,こ の協働集団のモデルとされたのが,中 世の

職人労働の世界であった。そこでは,親 方職人を中心とする準家族的結合に基

づく小集団 とそれらの小集団が緩やかに結びっいた一っの共同社会(commu-

nity)が 形成されていた。 この社会 は成員の自治 によ って運営され,そ れを

支えていたものは成員一人一人の職人気質(workmanship)や 共同体的奉仕

の精神であり,ま た成員相互間の仲間意識や協働心であった,と されている28。

従って,こ れ らの叙述によると,組 織民主主義が当初か らその理念 として目指

していた組織形態は,こ の共同体のように成員間の格差がない,平 等 な小集団

の緩やかな連結という,同 輩集団(peergroup)の ような状況であったことが

伺える。

産業民主主義あるいは組織民主主義のコンテキス トにおいて,よ り積極的に

同輩集団型の組織構造の有効性を主張 したのが,ス ウェーデ ンのアブラハムソ

ン(Abrahamsson ,B,)で ある。彼によると,同 輩集団内においては,集 団

メンバーの親密性が促進 され,個 人の自律性が前提 され,非 公式な取引関係が

形成され,ま た外的な強制による分業 ・監督 ・階層制は全 く排除されている。

企業組織全体が各自の所有す る情報を共有 し合い,そ れを基礎にして組織全体

としての統一性が保たれる,と される29。そ して このような特質を持っ組織構

造はあくまで理想形態であるに過 ぎないが,現 実的に組織の形態として最 もよ

く実践されているのが,半 自律的作業集団(Semi-autonomousWorkGroup)

28)Cole,G.D.H:[1920],GuildSocialisrrcRe-Stated,LeonardPersons,p.43.

29)Abrahamsson,B.[1982],"F.W.TaylorvsthePeerGroup;TheContra-

dictionbetweenHierarchyandSpontaneityinOrganizationTheorジ,in

thePaperfortheISAWorldCongress,pp.1-2.
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であるとされている。ともあれ,こ こでも産業民主主義が理想とした組織形態

は,無 階層で成員相互の関係が平等であり,成 員各自が組織上の情報を共有 し

合 った状況である,と いうことである。

また,時 代は下 って1980年 代後半に,こ れらの産業民主主義の議論を踏 まえ

なが ら,新 しい民主的な職場組織のあり方を検討 したのが,ロ スチ ャイル ドと

ウイット(Rothschild,J.andJ.A.Whitt)で ある30。彼 らは,官 僚制組織の

代替となり得る民主的な組織構造を 「共同体型 ・民主的組織」(Collectivist-

DemocraticOrganization)と して措定 し,権 限 ・規則 ・統合方法 ・社会的関

係 ・選抜または昇進 ・インセンティヴ ・社会的階層の各項 目にっいて,理 念的

な官僚制組織構造と比較す ることによってその構造的特質を明 らかにしようと

している。表1は そのうちの主要 な項目を抜粋 してまとめたものである。

表1Rothschild,J.andJ.A.Whitt[1986]に よ る 官 僚 制 組 織 モ デ ル と組

織 民 主 主 義 モ デル と の比 較

(官僚制組織モデル) (組織民主主義モデル)

階 層 ピ ラ ミ ッ ド型 。 存在 しない。

権 限 地位・階層に依拠し個人が萠有する。 組織それ自体が所有する。

規 則
公式化,意 思決定は文書化さ

れた諸規則に則って行われる。

最小限の公式化,意 思決定

はア ドホックになされる。

社 会 的 統 制
直接監督や標準化された諸
規則を通じて行われる。

同質的な人材を選抜 し個人

の道徳心へのアピールを通

じて行われる。

分 業 構 造
最大化。知的労働と肉体労

働を明確に区別する。
最小化。知的労働と肉体労
働の区別を抹殺する。

出 所:Rothschild,J.andJ.A.Whitt[1986],oρ.CIG.,pp.62-63よ り 作 成 。

彼 らの説明によると,と りわけ組織の調整メカニズムに注目した場合,官 僚

制組織が権限や規則 に依拠 した統制形態を採用 していたのに対 し,民 主型組織

30)Rothschild,J.andJ.A.Whitt[1986],op.cit.
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においては,各 自が平等 に与え られる情報を基礎として分業に基づく協業 が調

整されることが指摘 されている31。しかもそこでの組織構造は,表1に も示 さ

れているように,成 員間の地位上の格差が存在 しない,い わゆる 「無階層組織」

が理想として目指 されていたことが伺える。 しかし,こ のような組織形態 は著

者達自身が 厂決 して達成されないであろう理想状態野 であるとしており,本

著の書評によっても,民 主的組織の具体性 ・現実性が欠如 している点が批判さ

れている認。従 って,現 実的な実践性 ・実現可能性は別 にして も,と もあれ理

念的には,成 員間の関係が全く平等な無階層の組織形態が想定されていた,と

考えることが出来 るであろう訓。

以上のように,ヨ ーロッパ企業における産業民主主義の動向に関する文献 を

検討 してみてわかることは,と りわけ 「組織調整様式」 の観点か ら見た場合,

1970年 代にヨーロッパ企業で一斉に開花 した産業民主主義運動は 「統制型組織

調整様式」か ら 「情報共有型組織調整様式」への移行を志向していた,と 評価

され得るのではないか,と いうことである。論者によって多少の表現上 の差は

あるものの,基 本的な展望としては,ヨ ーロッパ企業における従来の 「統制型」

の調整様式やそれを基礎 とした管理手法に変化が見 られ始めた,と 把握す るこ

31)Ibid.,pp.54-55.

32)Ibid.,p.50.

33)Hyde,C.[1988),BookReviewofRothschild,J.andJ.A.Whitt,The

CooperativeWorkplacePotentialsandDilemmasofOrganizational

DerrcocracyandParticipation,intheAd≫zinistratiueScienceQuarterly ,
March,1988,pp.167-170.

34)こ の ほ か に も,組 織 論 の立 場 か らで は あ るが 同様 の 見 解 を 述 べ た も の と して ,例 え

ば パ ワー(Power,D.J.)は,近 い将 来 出 現 す るで あ ろ う組 織 構 造 を い くっ か 予 測

して,そ の う ち の 一 っ を 「同 質 的 民 主 型 構 造 」(HomogeneousDemocratic

Structure)と して 措 定 して い る。 そ こで は,組 織 メ ン バ ー全 員 が リア ル ・タ イ ム

に 中央 デ ー タベ ー ス の情 報 を共 有 し,知 識 を共 有 す る状況 で あ る こ とが 指 摘 さ れ て

い る 。組 織 内 は ネ ッ トワ ー クで 緩 や か に連 結 さ れ,階 層 は 存 在 しな い状 況 で あ る ,

とされ る。Cf.,Power,D.J.[1988],"AnticipatingOrganizationStructures,

inHage,J.(ed.),FuturesofOrganizationsInnovatingtoAdapt

StrategyandHumanResourcestoRapidTechnologicalChange,

LexingtonBooks,pp.67-79.
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とが出来そうである。

従 って本節の検討か ら伺えるように,1970年 代の欧米企業における新 しい動

き,一 即ち,米 国においては人的資源管理あるいはQWLの 台頭 。普及,ヨ ー

ロッパ企業においては 「産業民主主義運動」 の一斉の開花 という一連の動向

一 は
,組 織調整様式の観点か ら見れば,一 貫 してこれまで欧米において組織

運営の手法として用いられてきた 「統制型組織調整様式」か らの一部脱却,そ

して,従 業員にもある種の主体性を認める 「情報共有型組織調整様式」への移

行,と して把握 され得るであろう。

では,大 まかに言ってこのように把握 され得る欧米企業の動向の中で,何 ゆ

えに 「日本的経営」へ熱い視線が注がれるようになったのであろうか。組織の

調整様式という視点で見た場合,日 本的経営は一体どのように評価され得 るの

であろうか。

IV.日 本 的経営への注 目

欧米 の企業組織 にお いて,次 第に いわ ゆる 「日本的経営 」 に対 し注 目が集 ま

るよ うにな ったの は,前 節 で見 た よ うな,概 略 「統制 型 組織 調 整様 式」 か ら

「情報共有型組織調整様式」 へ という大 きな潮流 の中にお いてで あ る。例え ば,

米 国において,ピ ーターズ=ウ ォーターマン(Peters,T.J.andR.H.Waterman)

が 米 国 に見 られ る 「超優 良 企業」(い わ ゆ る 「エ クセ レ ン ト ・カ ンパ ニ ー

(ExcellentCompany)」)の 中に 「日本 的経営」 と類似 の特 色 を持 っ 企業 が多

い,と 主張 したのは,人 的資源管理 が注 目され始 めて暫 くた った1982年 の こ と

であ る し35,ま た ヨー ロッパ諸国 において も,ほ ぼ1980年 を 境 に して,日 本 的

35)Peters,T.J.andR.H.Waterman,Jr.[1982],InSearchofExcellence,

Harper&Row.(大 前 研 一 訳 『エ クセ レ ン ト ・カ ンパ ニ ー』 講 談 社 。)そ の 他,

例 え ば 次 論 文 を 参 照 。Hayes,R.H.[1981],"WhyJapanesefactorieswork?n,

intheHarvardBusinessReview,July-August.(「 日本 の工 場 は な ぜ う ま く機

能 して い るの か 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・ハ ーバ ー ド ・ビ ジネ ス 』43～55頁,所 収 。)
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経営へ急速に熱い視線が注がれるようになり,日 本的経営手法のノーハ ウにつ

いて紹介 した文献の数 も80年代に飛躍的に多 くなったように思われる36。

では何ゆえに,こ の時期にこれほど日本的経営が急激に欧米の企業で注 目さ

れ始めたのであろうか。 この問いに答えるために,以 下ではまず,欧 米企業で

注目されている 「日本的経営」 とは何なのかにっいて簡単に検討 したのち,そ

の注 目される客観的原因を,組 織調整様式の観点から分析 してみることに しよ

う。

IV.1.欧 米企業で注目される 「日本的経営」の特徴

アベグレン(Abegglen,,J.C.)が その著 『日本の経営』の中で,日 本的経営

の根底にある最 も基本的な特色を 「終身雇用制」 に求め,そ の他の具体的な構

成要素として,年 功賃金制,年 功昇進制,集 団主義,福 利厚生施設 の充実,企

業別労働組合などの諸要因を挙げたのは,周 知の事実である37。とりわけ終身

雇用制 ・年功賃金制 ・企業別労働組合の三っの要素はいわゆる 厂三種の神器」

として盛んに喧伝 され,冒 頭にも触れたように,日 本的経営の有効性を内外 に

印象づける結果 となったのである。

しか し,1980年 代になって欧米から大 きな注目を集めるようになった 「日本

的経営」は,意 外にもこの 厂三種の神器」が揺 らぎ始め,そ の有効性が疑問視

され始めた時期と一致 している点は,大 いに注目に値する。例えば,我 が国に

おいて終身雇用制の適用の最も典型的対象である常用労働者に対 し非常用労働

36)例 え ば,次 著 を 参 照 。White,M.andM.Trevor[1983] ,UnderJapanese

Management:TheExperienceofBritishWorkers,Heinemann ./Gordon,

D.D.[1988],JapaneseManagementinAmericaandBritain
,Avebury./M

urata,K.andA.Harrison[1991],HowtomakeJapaneseManagement

SystemsWorhintheWest,Gower.

37)Abegglen,J.C.[1956],TheJapaneseFactory;Aspects(ゾitsSocial

Organization.(占 部 都 美 監 訳 『日本 の 経 営 』 ダ イ ヤ モ ン ド社 。)
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者(パ ー'ト・アルバイ ト・嘱託)の 占める割合が急激に増加 し始めたのが1980

年代に入ってからである認し,ま たこの時期には,最 も典型的に終身雇用が適

用されていた幹部従業員の間で も,条 件次第では他企業に移転 して も良いとす

る意識が広まりっつあったことが各種の意識調査 において も明らかにされてい

る39。同様に,年 功賃金に関 して見て も,既 述のようにこの年功賃金制度が最

も典型的に適用されるべ き常用労働者の相対的割合が80年 代に入 り減少 してき

た40し,ま た当初に比べて年功カーブ自体が横這に近 くなりっっあることも報

告されている41。さらに,日 経連などが主張するいわゆる能力主義的管理の進

展により,賃 金体系に占める年功部分の低下が指摘され始めたの も,1984年 の

ことである42。ともあれ,1980年 代は,日 本的経営における 「三種の神器」 論

が徐々に崩壊 し始めた時期として把握 し得るように思われるのである。

では何ゆえに,こ のように 「三種の神器」が崩壊しっっあった1980年 代にあっ

て,依 然 として,あ るいはより一層に,欧 米諸国において 「日本的経営」への

注目がなされたのであろうか。欧米諸国による日本的経営への注目と,日 本国

内における 「三種の神器」の崩壊との関係を,ど のように説明すれば良いので

あろうか。このことは,と りもなおさず,諸 外国から注目されている日本的経

営の本質が 「三種の神器」以外の部分に求められるべきであることを示唆 して

いる。ではそれは何か。ここではそれを,後 に組織調整様式の議論 とっなげる

ために,い かなる組織にも存在 し得る,組 織の最 も客観的な指標であると思わ

れる 「組織構造」に特に着目してみることにより,検 討 してみよう。

38)菊 野 一雄[1989],「 雇用情勢 と雇用管理」菊野 一雄 ・平尾 武久 編著 『雇用管理

の新 ビジョン』中央経済社,7～13頁,所 収。

39)こ の点は,労 働省[1985],「 若年者商業実態調査報告」において,正 規従業員の間

でも,16.4%が 「いくっかの企業を経験 してある仕事の専門家 になるコース」を選

択 したい,と 回答 している点に如実に表現されている。

40)菊 野 一雄[1989],前 掲稿,8頁 。

41)奥 林 康司[1987],「 新 しい労働パ ラダイムへの出発」日本労務研究会 『労務年鑑

(1987年 度版)』23頁 。

42)同 上稿,23頁 。
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とりわけ組織の構造的諸側面に着 目した場合,日 本企業 によく見受け られる

特色 としてよ く指摘されるのは,特 に現場作業組織の レベルにおいて,欧 米の

ように 「一人一職務」(one-man,one-job)の 原則に依拠 して従業員に仕事が

振り分けられるのではなく,仕 事の与え方がかなり曖昧で職務範囲が不明瞭で

ある,と いう事実である。例えば,日 本企業における分業構造の在 り方にっい

て検討されている橋本 寿朗助教授(東 京大学)は ,ト ヨタの工場組織 を参照

されながら,日 本企業においては個々の作業者の行 うべき職務内容はあ らか じ

め定められているわけではなく,む しろ現場の組長が 日々,作 業者と相談し合っ

て各 自の職務配分が決定されてゆく,と 主張されている43また,工 業組織の 日

英比較の視点から日本的経営を論 じているホワ!fト=ト レーバー(White,M.

andM.Trevor)も,日 本の作業組織においては職務の配分が極めて柔軟にな

され,現 場における組織成員問の格差は最小に抑え られていて,そ のことが 日

本の作業組織における平等主義的な意識の形成,ま た良好な社会的関係の形成

の基礎になっている,と 主張している44。

これらの日本企業における組織構造 ・職務構造上の特徴は,組 織構造的 に表

現すれば 「チーム(team)型 作業組織」あるいは 「チーム生産方式」(team

productionsystem)と して位置付けることが可能なように思われる。 ここに

チームとは,欧 米で典型的に見られたような 「一人一職務」の原則に則 った ,

完全な分業 システムのことではなく,構 成員と共同で作業に当たる柔軟 な作業

組織のことを指 している。あるいはそれは,吉 田 和男教授(京 都大学)の 言

葉を借 りれば,厂不完全な分業システム」と称す ることも可能か も知れない45。

ベッサントら(Bessant ,J.etal.)に よると,こ のチーム型作業方式 におい

43)橋 本 寿 朗[1992],厂 日本 型 分業 シ ステ ムの 形 成 一 た く まざ る 『柔 ら か な』 企 業

・作 業 内 分 業 と 『意 図 され た 計 画 的 な 』 企 業 内 分 業 」 一 橋 大 学 産 業 経 営 研 究 所 編
,

BusinessReuiew,Vol.40,No.2,千 倉 書 房 ,36～37頁 。
44)White,M.andM.Trevor[1983] ,op.cit.,pp.126-133.
45)吉 田 和 男[1993] ,『 日本 型 経営 シ ステ ムの 功 罪 』 東 洋 経 済 出 版 社,58頁 。
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ては,責 任と権限がチームそれ自体に委譲 されており,チ ームをどのように組

織するかという決定や,い かなるタスクをどういう1順序でどのような計画に依

拠 して遂行するのか,等 の意思決定の基本的権限がチームに与えられている,

とされる妬。また,こ のような日本企業におけるチーム方式の特徴を 「作業編

成のフレキシビリティ(flexibility)」 という視点か ら検討 されている丸山

惠也教授(立 教大学)は,こ のチーム方式が海外企業にまで移転され,一 定の

定着 ・発展を見せ,各 国の作業編成に大きなインパ クトを与え始めていること

を指摘された上で,次 のように述べられている47。

「…日本の職場の作業編成やその運営の仕方は,チ ームリーダーである班長,

組長らの職制を中心 とした作業チームの自律性に委ね られている。職場 にお

ける実際の仕事の割 り付けは,公 平,平 等を原則としなが らも,各 々のメ ン

バーの技能 レベル,年 齢,健 康状態,さ らには個人の種々の事情 までもが配

慮されて,フ レキシブルに編成されている。 こうした職場における配慮 は,

人間的な職場づ くりというよりも,む しろ労働者それぞれが持っ能力を限度

一杯にまで引き出すことが出来 るためになされたものであるといえよう。…」

ともあれ,こ こで基本的に主張 したか った点は,欧 米の企業が注 目している

「日本的経営」の本質的特徴として,チ ーム生産方式が挙 げられるので はない

か,と いう点である。チーム方式における柔軟な職務配分の仕方,そ れに伴 う

構成員間の社会的関係が多かれ少なかれ 「日本的経営」 として注目を集めてい

るのである。

46)Bessant,J.andP.Levy[1992],`OrganizationDesignforFactory2000",

intheInternationalJournalofHumanFactorsinManufacturing,

Vo1.2-2,pp.105-106.

47)丸 山 惠 也[1993],「 日本 的 生 産 シス テ ム は ポ ス ト ・フ ォー デ ィズ ム か(下)」 『経 済

評 論 』 第42巻 第2号,日 本 評 論 社,48頁 。
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N.2.「 日本的経営」への注目の原因

以上で検討 したチーム型作業組織 ・チーム生産方式が,組 織調整様式の観点

から見れば 「統制型組織調整様式」ではなく,む しろ 「情報共有型組織調整様

式」に近いものであることは,改 めて指摘する必要もないであろう。チーム構

成員にはチームでの共同作業を通 じて組織上の情報がある程度共有されている。

その意味においで,情 報が各自に与えられた一職務に関わるもののみに限定 さ

れる 「一人一職務」型の 「統制型組織調整様式」 とは大きく異なり得るのであ

る娼。欧米企業において,1980年 代になって 日本的経営に大 きな関心が集ま る

ようになったのは,前 節で見たような 「統制型組織調整様式」から 「情報共有

型組織調整様式」へ という大きな トレンドの中(即 ち,米 国においては人的資

源管理の台頭,ヨ ーロッパにおいては 「労働の人間化」運動の高揚)に おいて,

あるいはそれから数年経ってからのことであり,そ の注 目の背景には,日 本的

経営の持っチーム作業方式における組織調整様式が,こ のような欧米にお け る

大まかな動向 ・方向性と大 きく相違 していない,と 受けとられたという事情が

あると判断出来 るであろう。

しかし,本 当に 「日本的経営」における組織調整様式 は 「情報共有型組織調

整様式」 と全 く同一なのであろうか。チーム型生産方式は,そ の構成員間の情

報共有度の高さか らして 「統制型組織調整様式」に比較すれば 「情報共有型組

織調整様式」にヨリ近いと判断され得るにはせよ,そ れは欧米から注目され る

「日本的経営」の持っ特質が全 くの 「情報共有型組織調整様式」 と同一である

ことを意味するのであろうか。

結論か ら先に述べると,「日本的経営」やそこにおけるチーム型生産方式 に

は,単 なる 「情報共有型組織調整様式」の持っている利点を超越 した,何 か別

48)従 って,こ れを 「一人一職務」の原則と対照させて一「一仕事一チーム」(one-task,

one-team)の 原則 と称することも可能であろう。奥林 康司[1992],『 労働の人間

化一 その世界的動向一 』有斐閣,238頁 。
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の組織調整メカニズムが作用 しているように私には思われるのである。それは

一言で言うと,構 成員間での情報の共有を基礎とした 「情報共有型組織調整様

式」でありながら,尚 且っ何 らかの形において彼 らを公式的に統制す るメカニ

ズムをも内包している,そ の ような調整 メカニズムである。既述のよ うに,

「情報共有型組織調整様式」が構成員間の平等なパ ワー配分,非 階層的な調整

を志向するものであり,ま た 「統制型組織調整様式」が公式的な階層に基づい

た指示 ・命令の体系を志向した調整メカニズムであるとすれば,こ の 「日本的

経営」における組織調整 メカニズムは,敢 えてこの両者の関係か ら言えば両者

の中間形態 とで も呼ぶべき しかし単なる中間というだけでは済まされ得

ない新 しい意味(後 述)を 有 した 調整様式である。

前稿では,こ のよ うなタイプの新 しい組織調整メカニズムを 「誘導型組織調

整様式」 として措定 した49。ここに 「誘導」とは,上 位者による完全な 「統制

型組織調整システム」で もなく,ま た,か といって完全な 「情報共有型組織調

整 システム」でもない,そ の意味で上位者が下位メンバーを何 らかの方向性を

もって誘導 し,リ ー ド(1ead)し てい くシステムである,と の意味合いを込 め

ているためである。この 「誘導型組織調整様式」の特微 は,「統制型組織調整

様式」と 「情報共有型組織調整様式」の中間的な形態であること(つ まり,部

分的に 「情報共有」を行いっっ,か っ上位管理者の 「統制」下に置かれている

こと)で あるが,そ の中間的な形態であるという点からして,次 のような特質

を有 しているものと考え られる50。

49)拙 稿[1993],前 掲稿,342頁 。

50)こ こ で 言 う 「誘 導 型 組 織 調 整 様 式 」 と 類 似 の 概 念 と して,例 え ば フ ェ ル ドマ ン

(Feldman,S.P.)は,組 織 に お け る統 制(control)と 自律 性(autonomy)と は

常 に 同時 に 必要 と な る 「車 の両 輪 」の よ う な も の で あ り,不 可 分 の(inseparable)

概 念 で あ る,と 主 張 して い る 。Cf.,Feldman,S.P.[1989],"TheBroken

WheeltheInseparabilityofAutonomyandControlinInnovation

withinOrganizations",intheJournalofManagerraentStudies,Vo1.26,

No.2,p.98.
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まず第一の特徴 は,組 織構成員間の行動を調整する機能の一部が,上 位管理

者のみにではなくメンバー各自にも付与 されており,そ の意味で組織行動にお

ける一定の自律性がメンバー各自にも保証されている点である。 この点が,メ

ンバー各自が上位者による命令や指図のみに従って行動 していた 「統制型組織

調整様式」と決定的に異なる点である。例えば,先 に検討 したように,チ ーム

型生産方式はメンバー各自の行動を規制する機能の一部 は各自の所属するチー

ムそれ自体に委譲 されている。チーム構成員の うちの誰がどれだけどの職務に

どのように従事するかは,チ ームの内部で決定される事項であり,上位者はチー

ム内部の決定までには自分の思 うような強制を し命令を下すことは出来ないの

である。

しかし第二の特徴は,そ のような一定の自律性を許容 しなが らも,部 分的に

は上位管理者の統制下に置かれていることである。上位管理者はチーム内部の

決定事項にまで口出しす ることは出来なくとも,チ ーム全体としての統制 は,

例えば 「各チームは最低限これだけの生産を一 日にこなさなければな らない」,

というように して コントロールすることが可能である。各チームの自律性は,

この上位管理者による設定を基礎とした上で初めて成立 し得るものである。こ

の意味において,「誘導型調整 システム」は完全な 「情報共有型 システム」 と

は異なったものとならざるを得ない。この点は,伊 丹 敬之教授(一 橋大学)

が指摘するように,「任せた上で任せっぱなしにしない」 システムである,と

表現することも出来よう51。

このように考えて くると,第 三に,「誘導型調整システム」は,各 自の行動そ

のものを規制する 「行動統制」(BehaviorControl)の システムではなく,む

しろ各自の行動の後に出てくる結果でもって規制 しよ うとする 「結果統制」

51)伊 丹 敬 之[1986],『 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ー ルの 理 論 』 岩 波 書 店,34頁 。
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(ResultControl)の システムであることがわかる52。 例えば,今 見たチーム

生産方式の例では,上 位管理者の規制 は,チ ームの成員の行動それ自体ではな

く,チ ームが全体 としてどのような成果を上げているのか,と いった組織行動

の結果を対象としているのである。組織における行動そのものを規制す るので

はなく,行 動に一定枠の自律性を与えてそこか ら導かれる結果の方で彼 らの行

動を規制 しようとしている点に,「誘導型組織調整様式」 の持っ特徴を見 るこ

とが出来ると言えよう。

それでは一体,「 日本的経営」やそこにおけるチーム型生産方式の持っいか

なる点が,ど のような意味において 「誘導型組織調整 システム」 と判断され得

るのであろうか。

まず第一に,日 本企業におけるチーム作業方式との関連から指摘され ること

の多いQCサ ークル(qualitycontrolcircle)活 動について考えてみよう。

QCサ ークルとは,職 場内で品質改善活動を自主的に行 う小 グループの ことで

ある。このQCサ ークル活動は,周 知のように,品 質管理を現場第一線 まで徹

底させ,全 員参加の品質管理体制を確立するという目的で,高 度成長期の我が

国において 日本科学技術連盟の指導のもとで始め られ;以 後急速に普及 したい

わゆる 「小集団活動」のことである紹。全社的品質管理活動の一環 として行 う

このQCサ ークル活動の基本理念は,庄 村 長助教授(東 京都立商科短期大学)

の見解によれば,① 企業の体質改善 ・発展に寄与す ること,② 人間性を尊重

して生 きがいのある明るい職場を作ること,③ 人間の能力を発揮 し,無 限の可

能性を引き出すこと,め 三点 にある54,と されてお り,従 って,人 間が本来的に

有 している諸能力の向上がQCサ ークルの少なくとも一っの重要な要素である

52)Cf.,Merchant,K.A.[1985],ControlinBusinessOrganizations,Ballinger

PublishingCompany,p.85.

53)庄 村 長[1992],「QCサ ー クル 」 島 袋 嘉 晶 編 著 『労 務 管 理 小 辞 典 』 中 央 経 済 社,

44頁,所 収 。

54)庄 村 長,同 上 稿,44頁 。
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ように思われる。それゆえこの意味においては,QCサ ーグル活動は 「統制型

組織調整様式」よりはむ しろ 「情報共有型組織調整様式」と論理的親和性があ

るように一見,見 受けられる。

しか し,こ こで注目すべき点は,QCサ ークル活動が企業のライ ン組織あ る

いは職制組織それ自体とは直接的に関係のない,独 立 した運営組織体 という形

式をとっている点である。つまり,QCサ ークル活動の主体は現場作業者であ

り,課 長 ・係長や現場の職長 ・班長といった職制はQCサ ークル活動の担当者

ではなくむしろ協力者 ・補助者 としての役割を果た してお り,こ の職制組織あ

るいはライン組織か ら分離 ・独立 した組織としてQCサ ークルが位置付けられ

ているということである55。このことは,QCサ ークル組織が企業の公式組織

とは認められないこと,従 ってQCサ ークルにおいていかに 「人間性の尊重」

や人間の諸能力の発揮が謳われ現にその達成へ向けて具体的な諸活動がなされ

ていたとしても,公 式の職制組織上では,組 織階層を通 じた統制が依然 として

続けれている可能性 も否定され得ないことを示唆 している。換言すると,一 方

においてQCサ ークル活動 として現場作業者に主体的に活動で きる場を与えて

おきながら,そ れでいて尚且っ,他 方においては公式の職制組織上で 「統制」

もまた出来 るようなシステムである,と いうことである56。従ってQCサ ーク

ル活動は,官 僚制組織と全 く完全に代替的な関係にあるのではなく,む しろ官

僚制組織構造の非人間的側面を緩和し,補 完する役割を果たしているよ うに思

われる。

例えば,伊 禮 恒孝教授(琉 球大学)は,QCサ ークル活動が 「能率化」や

55)奥 林 康司[1990],「 官僚制組織とQCサ ークル」『経営維持と正当性』(鈴 木和蔵先

生還暦記念論文集)白 桃書房,106～109頁,参 照。

56)こ のようにQCサ ークル活動が公式組織上における組織ではなく,従 って階層制組

織構造それ自体を何 ら修正するものでないことが,「労働の人間化」における半自律

的作業集団と決定的に異なっている点であることが指摘されている。例えば,赤 岡

功[1983],「QCサ ー クル活動と社会 。技術システム論」『経済論叢』第131巻 第6

号,奥 林 康司,前 掲論文,131頁,等 を参照。
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「人間化」 に対 してどのような影響を与えているかといった観点か ら実態分析

を行い,そ の結果として,QCサ ークル活動は 「…労働者の全 くの 自由,自 主

性に依存するというより,職 制の強い率先性と指導力 と上層部か らの明示され

たものとして…あり,労 働者に自主性,自 律性を確立させ,組 織の 巨大化,職

務の細分化,無 内容,無 意味性を解消 し,考 える職場協働集団を形成 し,仕 事,

職場の人間化,能 率化(の 双方)を 志向する」性格のものである,と 結論付 け

られている57。つまり,QCサ ークル活動は,一 方で組織構成員のモチベーショ

ンを向上 させる役割を果たしっっも,他 方では彼 らを管理 ・統制 し得 るメカニ

ズムをも用意 しているのであり,そ れゆえ組織調整様式の観点から評価すれば,

QCサ ークル活動は,階 層制を志向しない完全な 「情報共有型組織調整 システ

ム」 というよりも,む しろ先に検討 したような 「誘導型組織調整様式」の方 に

ヨリ近い組織調整様式であることが伺えるであろう。

第二に,そ のような職制外ではな く,職 制上の公式組織について見ても,確

かに日本企業においてはチーム型作業組織の普及が進んではいるものの,そ の

チーム内部において各構成員を,あ るいはそのチーム目体を外部からコントロー

ルす るようなメカニズムが日本企業では用意されている点が挙げられ る。例え

ば,伊 丹 敬之教授においてはこのような日本企業の コン トロール ・メカニズ

ムは,「場(ば)の マネジメント」 と称されている田。即ち,組 織構成員がさま

ざまな様式やチャネルを通 じて情報を交換 し合い 一 この情報交換の起 こる

場所を伊丹教授は 「場」と呼ぶ,人 々の問に情報の共有がなされるのが,

日本企業のマネジメントの一っの特徴であると指摘される。 しか し,注 目され

るべきは,こ の 「場」における文化 ・風土を通 じて,チ ーム構成員はある一定

の枠にはめられた行動を要求されることである。 しかも,組 織の トップ ・マネ

57)伊 禮 恒孝[1992],「QWLとQCC」 日本労務学会 編 『日本労務学会年報(第21

回大会)』 文理閣,35頁,参 照。

58)伊 丹 敬之[1992],「 場のマネジメント序説」組織学会 編 『組織科学』第26巻 第1号,

78～88頁,所 収。



「日本的経営」における組織調整様式 117

ジメント層は,こ の 厂場」を一定の方向へ導こうとしている,と されるのであ

る。 このような日本企業の管理上の特徴を,伊 丹教授は伝統的な欧米型の組織

のマネジメントと比較 しなが ら,次 のように指摘されている。

「伝統的な組織(欧 米型組織)の マネジメントのパづダイムでは,企 業組織

を個人の集まりと見る。その個人の行動をマネジす る,そ れに影響を与える,

個人に指令する,そ れらの行為がマネジメントの根幹,と いうことになる。

そのマネジメントの基本的手段は,シ ステムとリーダーである。影響 と指令

と情報伝達のためのシステムを作 り,そ の要所要所に有能な個人をリーダー

として配置 し,彼 らの力量でその下の部下をマネジしてゆく。それに対 して

場のパラダイム(日 本型組織のパ ラダイム)で は,企 業を情報的相互作用の

集まりとみる。個人は…ある意味で背景に退いて しまっている。その情報的

相互作用を場によってマネジする。 この 「場で起きていること」に影響を与

える,方 向づけをするのが経営 ということになる。誰か個人,あ るいは個人

のグループに影響を与えようとす るのではない。企業組織は情報の場となる。

情報的相互作用の結果として秩序が生まれ,共 振が起 こり,そ れが人々を し

て効果的な仕事へと導いていく。」59(傍 線 ・括弧内筆者。)

このような 「場のマネジメント・システム」は,組 織調整様式の観点か ら見

れば,明 らかに 「統制型組織調整様式」即ち 「伝統的組織のマネジメント」 と

は異なり,む しろ 「情報共有型組織調整様式」の方にヨリ近いようなシステム

であるように思われるかも知れない。伊丹教授においても,上 の引用に見 られ

るように,確 かに日本企業では欧米企業よりも 「情報的相互作用」が大 きな役

割を果た していることを認あてお られる。 しか し,そ れは完全な情報共有型 モ

59)伊 丹 敬之,同 上論文,85頁,所 収。



118 研 究 年 報XXXX

デルというよりも,む しろ 「場」を トップ ・マネジメント層がマネジしてゆ く

ことによって個人にも間接的に影響を与えるという側面があり,従 って個人へ

の直接的統制は避けなが らも彼らを一定の方向へ誘導 しようという側面がある

ことを鑑みれば,こ こで言う 「誘導型組織調整様式」に非常に似通 った組織調

整様式である,と 考えることが出来るであろう。

第三に挙げられる点は,日 本企業においては,と りわけ近年の進展著 しい情

報技術 ・ME技 術の影響を受けて,い わゆる 「組織のフラット化」が見受け ら

れることである60。ここに 「組織のフラット化」とは,ピ ラ ミッド型で多 くの

階層を持ったハイアラーキー型組織と比 して,相 対的に階層数を短縮 した組織

構造のことを指 している61。しか し,こ こで留意 しておくべ きは,組 織の 「フ

ラット化」は完全に平坦な,階 層の全 く存在 しない組織構造(い わゆる 「ネッ

トワーク」)を 意味するものではない,と いうことである。フラッ トな組織に

おいては,階 層数の減少は見 られるにしても,そ れはあ くまで 「フラッ ト」 な

レベルにとどまるのであって,そ れは必ず しも組織構成員全員が階層のない平

坦な組織状況下に置かれることを意味 しているわけではないのである。仮にこ

れ ら新技術の影響の結果として組織の 「ネットワーク化」を主張 している論者

においても,そ こにおける 「ネットワーク」という概念 は,横 断的な非公式 な

60)日 本 企 業 に お け る組 織 の フ ラ ッ ト化 を展 望 した 研 究 と して は,例 え ば,奥 林 康 司 編

著[1988],前 掲 書,178頁,や,後 藤 光 祥[1992],「 経 営 情 報 ネ ッ トワ ー ク に 支 援

され た 自律 的作 業 集 団 の可 能 性 」法 政 大 学 大 原 社 会 問 題 研 究 所 編 『大 原 社 会 問 題

研 究 所 雑 誌 』407号,1～22頁,/石 井 修 二[1989],「OA化 とオ フ ィ ス ワー ク 」

石 井 修 二 ・奥 林 康 司 共 編 著 『ME技 術 革 新 下 の 労 働 』 中 央経 済 社,所 収,等 を 参

照 。

61)日 本 企 業 に 限 らず,組 織 構 造 の フ ラ ッ ト化 の 概 念 規 定 等 に っ い て は,例 え ば,

Shrader,C.B.etal.[1989],"TheNetworkStructureofOrganizations

EffectsofTaskContingenciesandDistributionalForm",inthe'Human

Relatiorzs, .Vo1.42,No.1,1989,pp.43-66,や,Drucker,P.F.[1989],The

NewRealities,Harper&RowPublishers,Inc.(上 田 惇 生 ・佐 々 木 智 男

共 訳r新 し い現 実 』 ダ イ ヤ モ ン ド社),Wainwright,J.andA.Francis[1984],

OfficeAutorreation,Organisationand〃 ㌍Nature(ゾWorh,Gower,等 を

参 照 。
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連携の強化,と いう程度の意味合いで用いられていることが多いのである騒。

例えば,日 本企業の作業組織 レベルにおける人の交流の程度を実態調査された

伊藤 実氏(雇 用総合研究所)の 研究において も,公 式組織上の関係 とは別に,

非公式な個人的っながりを基礎 としながら情報の交換をして交流 し合 い,組 織

上のコンセンサスを形成する,と いう程度の意味合いで,ネ ットワークという

語(「伊藤氏はこれを 「ヒューマン・ネットワーク型組織」と呼ぶ)が 用い ら

れている餡。っまり,既 存の階層は組織の 「フラット化」あるいは 厂ネットワー

ク化」が進展 して も多少はなお残存し得るのである64。諸外国において同様の

実態調査を行った研究(日 本 との国際比較研究)が 存在するわけではないので,

62)飯 尾 要 教 授(和 歌 山 大 学)は,こ の よ うに 階層 型 組 織(ハ イ ア ラー キ ー)に 対 応 す

る適切 な 概 念 が 見 あ た ら な い と して,新 し く 「ヘ テ ラ ル ヒー」 と い う概 念 を 提 唱 さ

れ て い る。 飯 尾 要[1992],「 ヒエ ラル ヒー とヘ テ ラル ヒー」 『経 済 理 論 』 第250号,

1～22頁,所 収 。

63)伊 藤 実[1988],『 技 術 革 新 と ヒュ ー マ ン ・ネ ッ トワー ク型 組 織 』 日本 労 働 協 会,10

頁 。 尚,ネ ッ トワ ー ク と い う用 語 の多 義 性 に つ い て は,例 え ば 次 著 ・次 論 文 等 を 参

照 。Mueller,R.K.[1986],CorporateNetworking」BuildingChannelsfor

Info)rmationandInfluence,FreePress.(寺 本 義 也 ・金井 壽 宏 共 訳 『企 業 ネ ッ

トワ ー キ ン グ 』東 洋 経 済 新 報 社 。)Galbraith,J.R.[1990],"Technologyand

GlobalStrategiesandOrganizations",inGlinow,M.andS.Mohrman

(eds.),ManagingComplexityinHighTechnologyOrganizations,Oxford

UniversityPress.こ れ らの論 稿 に お いて も,ネ ッ トワ ー ク と い う語 は非公 式 なチ ャ

ネ ルを 通 じた情 報 の 交 換 と い う程度 の 意 味 合 いで 用 い られ て い る点 に変 わ りは な い。

例 え ば,ネ ッ トワー ク組 織 を 「相 互 依 存 性 の管 理 」 と い う視 点 か ら ま と めて い る ロ ッ

カ ー ト=シ ョー ト(Rockart,J.F.andJ.E.Short)に お いて も,ネ ッ トワー ク の

定 義 を 「そ こで わ れ わ れ は ネ ッ トワ ー ク を 『公式 的 』 組 織 の 設 計 そ の もの と考 え る

よ り は,作 業 遂 行 の た め の 企 業 内 あ る い は 企 業 間 の 相 互 関 係 と考 え る こ と に した 」

と述 べ られ て い る 。Cf.,Rockart,J.F.andJ.E.Short,"TheNetworked

OrganizationandtheManagementofInterdependence",inMorton,M.

[1991],TheCorporation(ゾthe1990's,」InformationTechnologyand

OrganizationalTransformation,OxfordUniversityPressInc.,p.191.(宮

川 公 男 ・上 田 泰 監 訳 『情 報 技術 と企業 変 革 』 富 士 通 ブ ック ス,344頁,参 照 。)

64)尚,こ の 他 に,例 え ば 階 層 数 は減 少 して も,資 格 等 級 の 数 は む し ろ増 大 して い る 点

は,興 味 深 い事 実 で あ る 。 奥 林 康 司 編 著[1988],前 掲 書,206頁,参 照 。 また,石

山 謙 氏(山 梨 学 院 大 学)に お いて も,情 報 技 術 と組 織 の関 係 を検 討 した論文 の中 で,

階 層 型 組 織 ・ネ ッ トワ ー ク型組 織 そ れ ぞ れ の長 所 ・短 所 を指 摘 され た 上 で,近 未 来

の 組 織 構 造 は 「階 層 型 に お いて 革新 が進 行 し,さ ら に ネ ッ トワ ー ク型 の 長 所 を 組 み

合 わ せ た形 が現 実 的 で は な いか 」 と述 べ られ て い る。 石 山 謙[1992],「 情 報技 術 と

企 業 組 織 の関 係 」 『山 梨 学 院 大 学 商学 論 集 』第15号,72～73頁 を参 照 。
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これを一概に日本企業に固有の特徴 として把握することは出来ないが,少 な く

とも,日 本企業において,こ のような一方で 「情報の共有」を維持 しっっも他

方において階層で統制を加える,と い う状況が見 られることは事実であろう。

換言すれば,日 本企業においては,組 織調整様式の観点か ら見ればここで言 う

ところの 「誘導型組織調整様式」がとられている,と 判断することが可能であ

ろう65。

以上のように 「日本的経営」やとりわけその 「チーム生産方式Jと 称される

組織的特徴を検討 して くると,日 本企業の持っ組織調整様式 「誘導型組

織調整様式」 は,ア メリカやヨーロッパにおいてかつて見 られたそれ,

「統制型組織調整様式」 とかなり様相が異なった新 しいものである,

と判断されるように思われる。日本的経営の特徴 として指摘されてきた 「三種

の神器」が崩壊 しっっあった1980年 代にあってもなお,あ るいはヨ リー層,日

本的経営に対 して欧米諸国から熱い視線が向けられてきたのは,私 見なが ら,

このような新 しい組織調整様式を日本的経営が内包 していたからに他ならない

ためであろう。っまり,人 的資源管理の台頭や 「労働の人間化」運動の開花 と

いった欧米諸国の動向は,組 織調整様式の観点から検討すれば大きく見て 「統

制型組織調整様式」から 「情報共有型組織調整様式」への移行として把握され

るのであるが,「 日本的経営」はこの二分法では説明 し切れない新 しい組織調

65)尚,こ れ以外にも,管 理会計的側面か らも 「誘導型組織調整様式」 が日本企業 にお

いて採用されている証左を得 ることが出来る。例えば,加 登 豊教授(神 戸大学)ら

の研究によると,日 本企業においては,組 織の各職能を横断的 に連結する役割 を果

たす,「 原価企画」(targetcosting)と 称 される原価計算 システムが普及 してい

るとされる。即 ち,日 本企業においては,新 製品開発に際 し,各 職能部門 を横断的

に組織するチームを形成 し,各 部門の都合をよく考慮 した上で製品 コス ト等を計算

するとされ,こ れが日本企業の原価計算 システムの特徴である,と 指摘 されている。

このように,既 存の組織階層に加x,各 職能を横断的に組織するチームを作 り調整

を施 している点は,欧 米型の 「統制型組織調整 システム」とは違 った組織調整 シス

テムであることが伺 えるであろう。Kato,Y.,G.Boer,C.W.Chow[1993],

TargetCosting:SomeKeyLessonsFromJapaneseCompanies,in

WorkingPaperNo.9301,KobeUniversity.
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整手法を包含 していると受けとられたがために,ま たその新たな組織調整手法

が,従 来の他の二っの組織調整手法には存在 していなかった何らかの新 しい魅

力を 「誘導型組織調整様式」が有 していたがために,諸 外国から大いに注目さ

れたのであろう。

では,諸 外国か ら注目されるその 「新しい魅力」 とは何なのであろうか。 し

かもこの新 しい組織調整様式 は,経 営学的に見ていがなる意味を持ち,ど のよ

うに評価され得るのであろうか。最後にこれらの点を検討 してみよう。

v.「 日本的経営(論)」 の経営学的含意

「誘導型組織調整様式」が有 している新 しい魅力とは,一 言でいうと,「統

制型組織調整様式」 と 「情報共有型組織調整様式」の双方が持っていた利点を

併せ持ち,逆 に双方の持 っていた欠点を合い補 っている点である。

組織調整の手法として 「統制型組織調整様式」を選択 した場合,組 織の運営

上最大の利点は,組 織内の不確定要因が減少 し,組 織内秩序を強 く維持 してゆ

ける点である。既述のように,「統制型組織調整様式」 の特徴 は,公 式的な地

位 ・階層に依拠 して上位管理者が下位従業員を直接的に指示 ・命令する点であ

り,こ の従業員の直接的なコントロールによって不確定性を極力排除 し,組 織

内秩序を保持 していくことが可能 となるのである。逆に組織運営上,こ の組織

調整様式の問題点は,こ のような直接的な従業員の統制が,彼 らの組織行動上

の自由を剥奪 し,人 間として彼 らが有 している諸能力を発揮させ得ず,そ の結

果彼 らのモチベ諞 ションを低下させてしまうことであるss。改めて指摘す るま

でもなく,こ の点は,20世 紀初頭のテイラー(F.W.Taylor)の 「科学的管理

法」の成立以来,い わゆる 「テイラー ・システム」や 「官僚制組織の逆機能」

66)そ の他,階 層型組織構造のもたらす組織運営上の欠陥にっいて論 じた近年の論文 と

しては,例 えば,後 藤 光祥[1992],前 掲論文,8～10頁 を参照。
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として,経 営学 とりわけ経営管理論 において常に中心的に議論されてきた問題

点でもある。

逆 に,あ る組織体が組織調整様式の手法として 「情報共有型組織調整様式」

を採用 した場合,組 織運営上の利点 と問題点は,今 見た 「統制型組織調整様式」

の場合と裏腹の関係にある。即ち,階 層がなく成員間は全 く平等な関係であり,

成員各 自が 「情報の共有」を基礎 としなが ら互いに目由に相互に調整 し合 うこ

とか ら,人 間の持っ諸能力の活用,モ チベーションの高 さという点において は

優れているが,逆 にその分,従 業員 自身が各自の判断で多様な作業に携わるこ

とになり,従 って人間の本来的に持 っている不確定性に依存することとなり,

組織内秩序の完璧な維持という点では前者には劣 っていると言えるであろう。

要す るに,「統制型組織調整様式」の利点は組織 内部の不確定要因の排除,

組織秩序の維持という点に,ま た問題点 は,従 業員の人間 としての能力の不利

用からくる仕事意欲の喪失という点に各々認め られ,そ れらが各々,逆 に 「情

報共有型組織調整様式」の持 っている問題点と利点とに対応 している,と 考え

られる。従 ってこの問題は,宗 像 正幸教授(神 戸大学)に より指摘 されてい

るように,従 来はいわゆる トレー ド・オフ(trade-off)問 題 と して把握 され

てきたのである67。

ところが,こ こで注目すべき点 は,日 本的経営に見 られた 「誘導型組織調整

様式」 は,あ る意味で この トレー ド。オフ問題を部分的なが らも解決 している

のではないか,と いう点であるsa。前節で詳 しく検討 したように,人 間あ持っ

67)宗 像 正幸[1989],『 技術の理論』同文館,314～315頁,参 照。

68)こ の点 に関 して,宗 像教授は 「日本型生産 システム」の特性把握 の視点について検

討 された論文の中で,次 のように述べ られている。 「… 『日本モデル』 の特性は,
…西欧 ,と くにアングロサクソン系社会に固有な,強 固な 『個人主義』 に立脚する

組織観における組織秩序維持優先(個 人能力の制約的利用)VS個 人能力の創造的

開発 ・利用(組 織秩序の緩和)と いうトレー ド・オッフ関係(選 択原理)を,特 殊

な様式で離脱 し,秩 序維持機能と能力開発 ・利用による改善 ・弾力化機能を両立 さ

せているという視点から解明すべきであろう。…」宗像 正幸[1991],「 『日本型生

産 システム』の特性把握をめぐって」,『国民経済雑誌』第163巻 第2号,55頁,参 照
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諸能力を利用 し,モ チベーションを高めなが らも,な おかっ不確定性を極力除

き,最 終的には経営側にとってコントロールが可能なものにしていこうとす る

志向を誘導型組織調整様式には見いだす ことが出来る。 このような二面性(入

問性 。モチベション向上志向と,組 織内不確実性排除 兜秩序維持志向)の 双方

を考慮 した組織調整様式は,こ ηまでの欧米諸国には見 られなかったのであり,

それゆえこの二面性こそが欧米諸国から 「日本的経営の魅力」として映 り,盛

んに注目されることとなったと思われるのである。 このような 「日本的経営」

の持っ二面性にっいて,宗 像教授 は,生 産 システムの国際比較の視点に関 して

述べた論文の中で,次 のように指摘 されている69。

厂…日本モデルにおいては,… 厳密な工場秩序(統 制権)と 『責任委譲』 に

よる包括的な労働能力開発 ・利用との両立が図られてお り,し たがって(欧

米諸国においては見 られた)両 者の トレー ド・オッフ関係を止揚する方向へ

と 『管理』水準を 『向上』 させることによって,よ り 『完璧』な技術的実践

を可能としている…… このことが同時に仕事内容の豊富化と創造性発揮を通

じて,労 働者の 『人間性』回復への一種の将来展望にっながる点を評価 して

いる…」(傍 線 ・括弧内筆者。)

つまりここでは,日 本的経営が,欧 米諸国においては見 られなか った労働者

の 「能力利用」と 「組織統制の維持」の双方を志向 していたことが述べ られて

いるのであり,従 って,以 上で見た 「誘導型組織調整様式」に近い組織調整手

法が日本的経営において用い られていることが伺えるであろう70。即ち,欧 米

69)宗 像 正幸[1993],「 生産 システム特性把握の視点にっ いて」『国民経済雑誌』第167

巻第3号,39頁 。
70)こ のように日本的経営に二面性が存在することを考慮に入れた場合

,B本 的経営が

奚蠶難攀簪勢蓋赫糶鷸謔蠶2為聽蟹寒£齶璽ら
は人間関係が良好でパフォーマンスも良 い,素 晴 らしいシステムである,と する積極的な評価

,そ して もう一っは,働 かせすぎで,カ ロウシに至 らしめる労働統制の
システムである,と する消極的な評価,こ の二っである。前者は,厂誘導型組織調整
システム」の中のとりわけチーム方式の持っ人間関係やそこでの能力発揮の様式に

,導 に後者は
,そ こ1ヨおけるス トレスや背後にある統制の様式に注目している,と 考

凡ることが出来よっ。とりわけ日本的経営のもっ消極的側面にっ いては
,例 えば,次論文を参照のこと

。熊沢 誠[1992],厂 日本的経営における働かせ方の論理」基礎
経済科学研究所 編 『日本型企業社会の構造』労働旬報社,203～230頁 ,所 収。
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諸国にとって 「日本的経営」とは,従 業員の能力を最大限引き出すことが出来,

その意味である種の 「労働の人闇化」・QWL的 要素が達成されていると同時

に,欧 米諸国にとってはそれとトレー ド・オフ関係において捉え られることの

多かった彼 らの当該企業への 「統合」の問題 もまた,組 織階層による 「統制」

を通 じて可能であると思われたのである。

私見なが ら,こ れまでの経営学,と りわけ経営管理論 ・経営労務論の歴史を

振り返ってみると,従 来の欧米における経営学説は,あ る意味において以上で

検討 してきた 「統制型組織調整様式」 と 「情報共有型組織調整様式」両者の相

互関係の歴史として把握することが可能なように思われる71。テイ ラー ・シス

テムの成立を,基 本的 に ジョブ ・コ ン トロール(jobcontro1)の 計 画部

(planningdepartment)へ の集中と見なし,従 って 「統制型組織調整様式」

の確立 として把握することが出来 るとすれば,そ の後の人闇の社会的側面があ

ることを発見した,い わゆるホーソン実験(HawthorneExperiments)72,伝

統的な管理様式以外に人間の欲求 に焦点を当てる必要性を説いたマクレガー

(McGregor,D.)のY理 論73,あ るいは皿で検討 したように近年の欧米諸国で

見 られた人的資源管理論や産業民主主義運動 ・「労働の人間化」運動の台頭 は,

全てみな何 らかの形で労働者の人間としての本来性を取り戻させようとする方

向性であった,従 って,組 織の調整という点のみに関 してみれば,「情報共有型

組織調整様式」への移行,あ るいは強調点の変化 としてとらえることが可能 な

ように思われる。このような欧米の大まかな方向性の中にあって,「 日本的経

71)用 語 は 異 な るが,産 業 社 会 の過 去 の 歴 史 を コ ン トmル 論 の視 点 か ら把 握 した も の

と して,Burris,B.H.[1989],TechnocraticOrganizationandControl",in

EGOS(ed.),theOrganizationStudies,VoL10,No.1,を 参 照 の こ と。

72)Cf.,ftoethlisberger,J.andW.J.Dickson[1939],Managementsand

Worh.

73)Cf.,McGregor,D.[1960],TheHumanSide(ゾE厩 εrprεsθ.(高 橋 達 男 訳

『企 業 の 人 間 的 側 面 』 ダイ ヤ モ ン ド社 。)
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営」は従業員の人間としての側面,能 力利用の側面に加え,そ れ と同 じ分だけ

彼 らの統制(コ ン トロール)を も志向 しており,従 って企業の経営管理手法 と

しては,非 常に望ましい形態であること,い わば 「資本の論理」に最 もかなっ

たものであることが伺えるので ある。 そこに,1980年 代以降,欧 米諸国か ら

「日本的経営」が熱い視線を受け注目された本質的理由があると思われるので

ある。

ここで検討 してきた 「日本的経営」あるいは 「誘導型組織調整様式」の持っ

インプリケーションは,従 って,次 の三点のようにまとめられるであろう。第

一には
,「日本的経営」は以上で述べて きた意味 において,従 来には存在 しな

かった経営管理の新 しい様式を示唆 している, 、という点である。即 ちそれは,

組織において働 く従業員の管理 ・統制,組 織への統合の側面と彼 らの人間 とし

ての側面の双方を考慮 した新 しい管理手法である。欧米諸国がこの誘導型組織

調整様式に注目し,自 国においてもこの調整様式を採用 し始めるなら,そ れは

単なる 「特殊 日本的な経営」ではなく,そ れを超越 した,世 界の新 しい経営管

理手法となり得 る可能性もあるであろう。その意味でこれは従来の欧米諸国に

はない新 しい 「経営学」の到来を示唆す るものであるのかも知れない74。

第二のインプ リケ尸ションは,分 業 に基づ く協業は,あ る程度 の現実的意味

を有するレベルにおいて考えるのであれば,基 本的に階層制を必要とす るもの

ではないかという点である。もちろん,皿 で見たように,理 論的には階層の全

く存在 しない組織構造を想定することは可能である。 しか し,社 会一技術 シス

74)も ちろん,社 会一技術 システム論においては周知のように,技 術 システム(効 率性)
と社会 システム(人 間性)の 双方の 「最適結合」が目指 されていた。 しか し,今 日
の 「日本的経営」ほど,欧 米諸国で注目されていたとは言い難い。それは一つには,
私見ながら,欧 米の トップ ・マネジメント層にとって,社 会一技術 システム論 に依

拠 して企業を経営することは,や はりある種の 「経営権」の後退 として認識されて

いたためではなかろうか。っまり,こ こで言 う 「誘導型組織調整様式」 における従

業員の管理 ・統制の側面が,社 会一技術システム論には多少欠如 していた,少 なく

ともそのように トップ ・マネジメント層に認識されていたためであろう。
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テム論における半自律的作業集団が一時ほど注目されな くなりっっあること

75や
,産 業民主主義や組織民主主義において目指されてきた無階層組織が理想

的であるとの批判も多 く,未 だに現実的な段階にまで至 っていない76点を鑑み

れば,組 織は 「フラット化」 し得るとしても,多 少の階層制はやはり残存せざ

るを得ないのではないか,と いうことである。現実社会における実現可能性や

その普及という視点から考えた場合,完 全な無階層組織よりも,あ る程度の階

層は残るが全体としては以前より 「フラット」な組織構造となる,と 考えた方

がより現実的なのではないか,と いうことである。っま り,こ こで検討 した

「誘導型組織調整様式」は,組 織構造的に表現すれば,「ネットワーク」 という

よりも,む しろ 「フラットな組織」 の もとで ヨリ採用 されやすい,あ るいは

「フラットな組織」とヨリ論理的に結合 しやすい調整様式 である,と いうこと

である。

しか も第三のインプ リケーションとしては,以 上で検討 してきた 「誘導型組

織調整様式」を組織調整の方法として採用することによって,完 全な無階層組

織ではなくとも,あ る程度は,従 業員の 「人間性」をも考慮 した組織管理が可

能ではないのか,従 って 「労働の人間化」やQWLの 追求 も必ずしも不可能で

はない,と いう点である。皿で検討 したように,従 来,産 業 ・企業における民

主主義の追求や 厂労働の人間化」の実現可能性は,階 層制の崩壊 ・消滅 と結び

付けられて論 じられることが多かった。 しかし,こ こでの 「誘導型組織調整様

式」の積極的含意は,完 全な無階層組織 ・「ネットワーク」ではなくともこれ

らの人間的な組織管理の追求が必ず しも不可能ではない,と いうことである77。

75)半 自律 的 作 業 集 団 の理 論 は,よ り現 実 的 に は,と りわ け ア メ リカ に お い て チ ー ム 生

産 方 式 と い う形 で 具 体 化 さ れ て い る よ う に 思 わ れ る 。Cf.,Bessant,J.etal.

[1992],op.cit.

76)Cf.,Rothschild,J.andW.A、Whitt[1986],op.cit.,/Hyde,C.[1988],

op.cit.
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まさにその点にこそ,「誘導型組織調整様式」を新 しい組織管理の一手法 とし

て,ま た新 しい時代における 「経営学」の可能性として提唱 し,主 張す る積極

的意義があると思われるのである。

VI.む す び

かって 「日本的経営」の特徴 として指摘されてきたいわゆる 「三種の神器」

が崩壊 しっっある昨今にあってもなお,「 日本的経営」 は欧米諸国か ら注 目を

受け,経 営学の領域においてもなお一層盛んに議論されている78。「三種の神器」

を超越 した別の何かに,も っと本質的な日本的経営の特質が見いだされ得 るの

かも知れない。本稿の最 もプ リミティブな問題意識はそこにあった。そしてそ

の問題は,い かなる組織体にも存在 し得る 「組織の調整様式」 という視点から,

我が国における組織調整様式と欧米諸国におけるそれとを比較対照す ることに

よって,何 らかの解く鍵が存在す るように思われたのである。

「組織調整様式」の視点で欧米諸国の経営を検討 した場合,ご く大まかに言っ

て,そ れは 「統制型組織調整様式」から 「情報共有型組織調整様式」への強調

点の変化としてとらえることが可能である。とりわけ1980年 代以降盛んに喧伝

されているアメ リカにおける 「人的資源管理論」の台頭,ヨ ーロッパ諸国 にお

ける 「労働の人間化」運動の高揚は,「情報共有型組織調整様式」 へ向けての

77)日 本企業における 「労働の人間化」の具体的事例が紹介 されている,赤 岡 功教授

(京都大学)の 著書において も,「作業組織の再編成」の行われた事例 は報告 されて

いるが,そ れは必ずしも完全な無階層組織構造,純 粋な 「ネッ トワーク」が実現 さ

れたことを意味するようには叙述されていない。赤岡 功 『エ レガント・カンパニー:

人 にやさしい企業経営』有斐閣,70～80頁,参 照。

78)最 近,1980年 以 降の英国における日本的経営に関する諸議論をまとめた次著が出版

された。英国の各製造企業における,い わゆ る職場の 「日本化(Japanization)」

の 実 態 が詳 しく検 討 され て お り,興 味 深 い。Cf.,Bratton,J.[1992],

JapanizationatWarhManagerialStudiesforthe1990s,Macmillan

PressLtd.
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大きな飛躍 として評価され得 るであろう。 この時期に欧米諸国が 「日本的経営」

に対 し熱い視線を向けたのも,日 本的経営の持っていた調整手法が概略 この欧

米諸国における大 きなうねりとそれほど大 きく異なるものではなく,大 まかな

ベクトルとしては似通 った方向を目指 していると受けとられたたあであろう。

つまり,日 本的経営の有 しているチーム生産方式やそこにおけるメンバ ー間の

「情報の共有」,あ るいはそれを基礎 として成立 している社会的関係の良好性

などの諸要素が,多 かれ少なかれ 「情報共有型組織調整様式」の持っ諸特性 と

論理的親和性があった,と いうことであろう。

しか し,こ のようなチーム生産方式やそれを基礎として成立 している日本的

経営の諸特徴をより詳細に検討 してみると,そ れは完全な 「情報共有型組織調

整様式」であるというよりも,む しろ従業員の管理 ・統制に対 しても同様 に焦

点を当てた 「誘導型組織調整様式」としての特徴を有 しているように思われる。

それ らは例えば,日 本企業に固有の特徴とされるQCサ ークル活動 や,あ るい

はチーム全体 としては外部か らコントロールされ得るようなメカニズム,さ ら

には今 日の日本企業が完全な 厂ネットワーク型組織」となっているのではなく

むしろ 「フラッ トな組織」のレベルにとどまっている点などに象微的に表れて

いるであろう。 しかもこのように,従 業員に対 しある種の自律性を付与 し,彼

らのモチベーションを高める効果を持ちながらも,そ れと等 しく彼 らの管理 ・

統制をも志向 し,組 織への統合を成 し遂げている点は,従 来の欧米型の組織管

理手法では殆ど達成されて こなか った点であり,こ のような日本的経営の有 し

ている二面性 こそが,欧 米諸国をして 「日本的経営」へ注目せしめている最大

の原因であるように思われるのである。

「経営学」を追究する限り,企 業経営の効率的 ・合理的な運営方法の探求は

どうして も避けて通ることの出来ない問題である。それと企業の最 も重要な構

成要素である人間としての従業員をどのように適合させればよいのか,こ の問

題は経営学の学問としての成立以来,常 に中心となって議論されて きた伝統的
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な学問課題であろう。本稿で検討 してきた 「誘導型組織調整様式」を基礎とし

た,い わゆる 「日本的経営」がその解答の一っ となり得るか否かは現段階では

不明であるが,少 なくとも,日 本的経営がか くも諸外国から脚光 を浴びている

事実を鑑みれば,し かもその結果として,徐 々にではあるが 「日本的経営」手

法が海外諸国において実効を発揮 しっっある事実を鑑みれば,こ の伝統的学問

課題を解決するのための一っの切 り口として今後 も 「日本的経営」・「誘導型組

織調整様式」の検討を続けることに,多 少の有効性が認められて も良いのでは

ないだろうか。

なお,本 稿においては,い わゆる 「日本的経営」 と呼ばれている経営 システ

ムが,「組織調整方式」という概念から切ってみた際 にどのように把握 され う

るのか,と いう点に焦点を しぼって論 じたために,そ の背後にある 「日本的経

営」の生産様式との諸関連にっいては必ず しも明 らかにされなかった。っまり,

大量生産技術 システムに代わる,今 日における新 しい生産力としての 「新技術」

(NewTechnology)と 「日本的経営」との関 わりの側面は論 じることが出来

なかった。全世界における日本企業の占める比重の高さやそのインパク トの大

きさ,そ の技術先進国としての役割の重要性を鑑 みれば,「 日本的経営」 をそ

の生産力としての側面にまでさかのぼって検討する必要があるであろう。即ち,

新技術システム下における日本的経営,あ るいは新技術システムに適 した組織

調整方式とその 「日本的経営」との関わり,と いう観点か らの再検討が必要 と

なるであろう。

またヨリ大 きな問題としては,本 稿で検討 した組織調整方式の各類型 を,ど

のような形で実証するかという課題が残 されている。そのためには,と りあえ

ず各々の組織調整方式の類型を示す尺度 ・指標を考えてみる必要があるであろ

う。そしてそれ らの指標が本当に現実的に実践されているかどうかを,実 証的

に検討 してみる必要があるであろう。これ らの諸点にっいては今後の検討課題

としたい。(1993.8.1.)
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